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令和４年度決算 健全化判断比率等（確定値）の概要＜１＞

和歌山市 82,880,989 11.25% － － 16.25% － － 9.4% 9.6% 95.0% 107.7%

海南市 14,178,193 12.84% － － 17.84% － － 8.6% 7.3% 75.1% 74.1%

橋本市 16,587,511 12.67% － － 17.67% － － 12.7% 13.1% 49.3% 64.6%

有田市 7,465,986 13.90% － － 18.90% － － 7.2% 7.4% － －

御坊市 7,103,947 14.01% － － 19.01% － － 12.4% 12.4% 93.3% 97.0%

田辺市 24,046,751 12.15% － － 17.15% － － 8.2% 8.6% － －

新宮市 9,824,033 13.36% － － 18.36% － － 12.5% 13.3% － 15.8%

紀の川市 17,892,894 12.60% － － 17.60% － － 4.2% 5.0% － －

岩出市 11,258,726 13.15% － － 18.15% － － 3.7% 4.0% － －

紀美野町 4,655,133 15.00% － － 20.00% － － 9.0% 9.0% 41.7% 45.4%

かつらぎ町 6,375,333 14.28% － － 19.28% － － 9.2% 9.3% 28.8% 37.6%

九度山町 2,372,507 15.00% － － 20.00% － － 10.7% 11.4% 14.4% 30.6%

高野町 2,319,251 15.00% － － 20.00% － － 3.8% 4.2% － －

湯浅町 3,766,132 15.00% － － 20.00% － － 8.1% 8.3% － －

広川町 2,808,753 15.00% － － 20.00% － － 6.6% 6.3% － －

有田川町 10,232,918 13.30% － － 18.30% － － 13.0% 12.7% － －

美浜町 2,547,334 15.00% － － 20.00% － － 6.4% 6.9% － 20.8%

日高町 2,965,389 15.00% － － 20.00% － － 10.4% 9.5% 57.1% 64.5%

由良町 2,766,908 15.00% － － 20.00% － － 12.6% 12.1% 145.9% 150.1%

印南町 3,620,080 15.00% － － 20.00% － － 5.5% 5.5% － －

みなべ町 5,200,736 14.87% － － 19.87% － － 9.6% 9.9% 13.3% 24.0%

日高川町 5,569,293 14.66% － － 19.66% － － 10.3% 10.1% － －

白浜町 7,399,263 13.92% － － 18.92% － － 8.3% 8.8% 37.0% 46.5%

上富田町 4,338,086 15.00% － － 20.00% － － 12.3% 13.1% 22.1% 15.2%

すさみ町 2,665,041 15.00% － － 20.00% － － 8.8% 8.0% － －

那智勝浦町 5,457,966 14.72% － － 19.72% － － 8.0% 7.8% 21.1% 26.7%

太地町 1,631,783 15.00% － － 20.00% － － 7.5% 5.9% 19.5% 17.2%

古座川町 2,218,267 15.00% － － 20.00% － － 5.4% 5.7% － －

北山村 668,434 15.00% － － 20.00% － － 7.6% 6.3% － －

串本町 6,267,135 14.33% － － 19.33% － － 10.9% 11.2% 70.7% 78.6%

標準財政規模

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

早期健全化
基準

財政再生
基準

R4決算 R3決算R3決算
早期健全化

基準
財政再生

基準
R4決算 R3決算

早期健全化
基準

350.0%

※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率がない場合は、「 － 」と表示しています。

財政再生
基準

R4決算 R3決算
早期健全化

基準
R4決算

20.00% 30.00% 25.0% 35.0%

健全化判断比率 県内全団体が早期健全化基準未満となった。
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令和４年度決算 健全化判断比率等（確定値）の概要＜２＞

資金不足比率
県内市町村等が経営する公営企業会計において、資金の不足額が生じているのは、３会

計となった。うち、経営健全化基準（資金不足比率20％）以上は、１会計となった。

※資金不足額が生じている公営企業会計のみ

単位：千円

市町村等名 事業名 特別会計名
資金不足額

（A）
事業の規模

（Ｂ）
資金不足比率

（A／Ｂ）
経営健全化

基準
資金不足額が発生した主な要因

和歌山市 宅地造成 土地造成事業特別会計 344,445 361,927 95.1% 20.0%

令和４年度に販売した土地の販売額と評価額との差額
なお、販売目的土地を概ね販売したため、令和５年度中に
特別会計を廃止予定であり、一般会計からの繰入により、
令和５年度決算では、資金不足は解消見込み

和歌山市 市場 卸売市場事業特別会計 34,506 342,108 10.0% 20.0%
燃料費高騰による光熱費の高騰や市場再整備による償還
金及び支払利息の増加

有田市 病院 病院事業会計 246,285 1,997,304 12.3% 20.0%

令和５年度の指定管理者制度への移行により、職員が退
職となったため、令和４年度末、退職職員に対し、退職手
当を支給したことによる退職手当債の発行に係る起債残高
の増加

※資金不足比率が経営健全化基準（20.0%）以上の場合、公営企業会計に係る「経営健全化計画」の策定が必要

   ただし、当該年度（令和４年度決算）の前年度（令和３年度決算）の資金不足比率が経営健全化基準未満である場合又は公営企業の事業を開始した日が
当該年度の前年度の中途である場合であって、当該年度の翌年度（令和５年度決算）の資金不足比率が経営健全化基準未満となることが確実であると認め
られる場合は策定を要しない。（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第23条、同施行令第20条第1項）
　経営健全化計画を定めないこととしたときは、当該地方公共団体の長は、直ちに、その旨及び当該場合に該当すると判断した理由を公表し、かつ総務大臣
に報告しなければならない。（地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第20条第2項）
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◆健全化判断比率等の推移(過去５年）

指標 年度 市町村等名 特別会計名 比率(％)
早期健全

化基準等(％)

土地造成事業特別会計 95.1

卸売市場事業特別会計 10.0

有田市 病院事業会計 12.3

令和３年度 該当団体なし

串本町 病院事業会計 6.0

国民健康保険野上厚生病院組合 国民健康保険野上厚生病院組合事業会計 6.8

和歌山市 土地造成事業特別会計 10.8

有田市 病院事業会計 5.6

串本町 病院事業会計 14.6

国民健康保険野上厚生病院組合 国民健康保険野上厚生病院組合事業会計 10.3

御坊市外五ヶ町病院経営事務組合 ひだか病院事業会計 9.6

和歌山市 土地造成事業特別会計 11.2

海南市 病院事業会計 1.1

有田市 病院事業会計 1.1

串本町 病院事業会計 18.8

国民健康保険野上厚生病院組合 国民健康保険野上厚生病院組合事業会計 0.9

御坊市外五ヶ町病院経営事務組合 国保日高総合病院事業会計 6.1

※　資金不足比率は、資金不足額が生じている公営企業会計のみ

20.0令和元年度

平成30年度

資金不足比率

令和２年度

和歌山市
令和４年度

資金不足比率の推移（過去５年）

令和４年度決算 健全化判断比率等（確定値）の概要＜３＞
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令和４年度普通会計決算の概況＜１＞

〇歳入総額 ５，５６９億９８百万円 （対前年度 ▲１４６億８１百万円、 ▲ ２．６％ ）

〇歳出総額 ５，３７３億４２百万円 （対前年度 ▲ ８７億１４百万円、 ▲ １．６％ ）

〇実質収支 １６１億４４百万円 （対前年度 ▲ ２２億５６百万円、 ▲１２．３％ ）

〇実質単年度収支 ５０億５０百万円 （対前年度 ▲１０２億３０百万円、 ▲６７．０％ ）

※１３団体が赤字 （Ｒ３は０団体、Ｒ２は１２団体）

《決算の規模及び収支》

※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、計算が一致しない場合があります。（以下、各表において同じ）

決算規模及び収支

《決算規模の推移》

新型コロナウイルス感染症対策関係国庫支出金等が減少したことにより、
歳入・歳出総額は昨年度から減少となった。
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令和４年度普通会計決算の概況＜２＞

歳 入
寄附金、繰入金が増加するも、国庫支出金、地方債、地方交付税が減
少したため、全体として減少となった。

《歳入の主な増減要因》
○寄附金 (対前年度 ＋ ３６億２１百万円、 ＋２０．５％) ・・・・ ふるさと納税による増
○繰入金 (対前年度 ＋ １３億３２百万円、 ＋１３．９％) ・・・・ 特定目的基金取崩し額の増
○国庫支出金 (対前年度 ▲１２７億１８百万円、 ▲１０．９％) ・・・・ 子育て世帯臨時特別給付金の減
○臨時財政対策債 (対前年度 ▲ ９０億２５百万円、 ▲６０．７％) ・・・・ 臨時財政対策債発行額の減
○地方債(臨財債除く) (対前年度 ▲ ７８億１６百万円、 ▲１８．５％) ・・・・ 公共施設等適正管理推進事業債の減
○地方交付税 (対前年度 ▲ １０億３０百万円、 ▲ ０．７％) ・・・・ 普通交付税交付額の減

※ （ ）内は対前年度増減額及び増減率

《歳入の内訳》《歳入構成比の推移》
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令和４年度普通会計決算の概況＜３＞

《歳出の主な増減要因》
○補助費等 （対前年度 ＋ ５１億１１百万円、 ＋ ８．３％) ・・・・ 物価高騰支援金の増
○物件費 （対前年度 ＋ ４６億４４百万円、 ＋ ６．５％) ・・・・ 消費喚起対策事業委託料の増
○人件費 （対前年度 ＋ １０億９４百万円、 ＋ １．３％) ・・・・ 会計年度任用職員の処遇改善による増
○普通建設事業費 （対前年度 ▲１０６億６２百万円、 ▲１５．５％) ・・・・ 大規模事業完了による減
○扶助費 （対前年度 ▲ ３０億６０百万円、 ▲ ２．６％) ・・・・ 新型コロナ対策事業の減
○災害復旧事業費 （対前年度 ▲ １１億２６百万円、 ▲５３．７％) ・・・・ 災害復旧工事の完了に伴う減

※ （ ）内は対前年度増減額及び増減率

歳 出

（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

537,342 100.0 546,056 100.0 ▲ 8,714 ▲ 1.6 ▲ 1.7

251,905 46.9 253,884 46.5 ▲ 1,979 ▲ 0.8 ▲ 3.9

82,653 15.4 81,559 14.9 1,094 1.3 0.4

う ち 職 員 給 49,733 9.3 49,586 9.1 147 0.3 0.0

う ち 退 職 金 6,703 1.2 6,480 1.2 223 3.4 -

113,288 21.1 116,348 21.3 ▲ 3,060 ▲ 2.6 ▲ 7.4

55,964 10.4 55,977 10.3 ▲ 13 0.0 ▲ 0.4

59,199 11.0 70,987 13.0 ▲ 11,788 ▲ 16.6 ▲ 5.1

58,227 10.8 68,889 12.6 ▲ 10,662 ▲ 15.5 ▲ 4.4
うち補 助 事 業費 31,973 6.0 32,789 6.0 ▲ 816 ▲ 2.5 ▲ 6.7
うち単 独 事 業費 23,842 4.4 34,641 6.3 ▲ 10,799 ▲ 31.2 ▲ 2.6

972 0.2 2,098 0.4 ▲ 1,126 ▲ 53.7 ▲ 19.3

226,238 42.1 221,185 40.5 5,053 2.3 2.0

76,270 14.2 71,626 13.1 4,644 6.5 5.5

66,362 12.4 61,251 11.2 5,111 8.3 5.1

23,934 4.5 29,311 5.4 ▲ 5,377 ▲ 18.3 7.7

50,589 9.4 50,392 9.2 197 0.4 -

9,083 1.7 8,605 1.6 478 5.6 -

区　　　分
令和４年度 令和３年度 対前年度比較

そ の 他

全国市町村

対前年度増減率

扶 助 費

公 債 費

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

そ
の
他
経
費

物 件 費

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

歳  出  総  額

義
務
的
経
費

人 件 費

補助費等、物件費、人件費が増加したが、普通建設事業費、扶助費、
災害復旧事業費が減少したため、全体として減少となった。

《歳出の内訳》《歳出構成比の推移》
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令和４年度普通会計決算の概況＜４＞

《地方債現在高》
○ ５，３４１億３４百万円 （対前年度 ▲１３５億８２百万円、 ▲２．５％ ）

・元金償還額 ５３８億４９百万円 （対前年度 ＋ ２億３８百万円、 ＋ ０．４％ ）
・発行額 ４０２億６７百万円 （対前年度 ▲１６８億４０百万円、 ▲ ２９．５％ ）

※うち、臨時財政対策債
・臨時財政対策債の残高 １，７１７億６８百万円 （ 対前年度 ▲１１０億４９百万円、 ▲ ６．０％ ）
・償還額 １６９億 １百万円 （ 対前年度 ＋ ４億１６百万円、 ＋ ２．５％ ）
・発行額 ５８億５１百万円 （ 対前年度 ▲ ９０億２４百万円、 ▲６０．７％ ）

地方債現在高

《地方債現在高構成比の推移》《地方債現在高の推移》

5,354           5,368           5,442             5,477            5,341

過疎対策事業債等の発行は増加した一方で、臨時財政対策債等の発行額が
減少したため、全体として地方債現在高は減少となった。
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令和４年度普通会計決算の概況＜5＞

《積立金現在高》
○財政調整基金 ７３１億３３百万円 （ 対前年度 ＋８２億１１百万円、＋１２．６％ ）

積立額 ９７億８４百万円（ 対前年度 ▲１３億５８百万円 ）、取崩額 １５億７３百万円（ 対前年度 ＋５億５３百万円 ）

○減債基金 ３３０億 ３百万円 （ 対前年度 ＋１２億５１百万円、＋３．９％ ）
積立額 ２４億４９百万円 （ 対前年度 ▲４１億５４百万円 ）、取崩額 １１億９８百万円（ 対前年度 ＋２億４５百万円 ）

○その他特定目的基金 ８９６億７１百万円 （ 対前年度 ＋６３億５６百万円、＋７．６％ ）
積立額 １３７億２０百万円 （ 対前年度 ＋７億７０百万円 ）、取崩額 ７３億６４百万円（ 対前年度 ＋６億４７百万円 ）

積立金現在高

《基金（財政調整基金+減債基金）対標準財政規模比率の団体分布状況》

普通交付税の追加交付により、積立金現在高は増加となった。
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《経常収支比率》
○県内市町村平均 ９４．５％ （対前年度 ＋４．０％）

市平均 ９６．２％ （対前年度 ＋４．０％）
町村平均 ９０．５％ （対前年度 ＋３．８％）

○経常経費充当一般財源（分子） ２，６７１億１６百万 （対前年度 ＋１．０％） ・・・・ 物価高騰に伴う物件費等の増加
〇経常一般財源等（分母） ２，８２７億 ４百万 （対前年度 ▲３．２％） ・・・・ 臨時財政対策債発行額の減少

令和４年度普通会計決算の概況＜６＞

経常収支比率
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《経常収支比率推移》

臨時財政対策債発行額の減少により、分母である経常一般財源等が減少
したため経常収支比率は上昇した。
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令和４年度公営企業会計決算の概況＜１＞

○全事業総収支額は３８億４３百万円の黒字となったが、前年度に比べ黒字額が２１億６７百万円減少した。

・全事業総収支 ＋３８億４３百万円 （対前年度 ▲２１億６７百万円、 ▲３６．１％ ）
うち 病院事業 ＋２５億８６百万円 （対前年度 ▲４１億１３百万円、 ▲６１．４％ ）
〃 水道事業（法適用） ＋１４億６０百万円 （対前年度 ＋ ３億６０百万円、 ＋３２．７％ ）
〃 下水道事業（法適用）＋ ９億２５百万円 （対前年度 ＋ １億７２百万円、 ＋２２．８％ ）

経営状況（事業別総収支額）

（単位：百万円、％）

平　成 令　和

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 増減 増減比率

（B） （A） （Ａ）－（Ｂ） （％）

水道（含簡水） 1,788 1,490 1,839 1,100 1,460 360 32.7

工業用水道 488 421 554 531 526 ▲ 5 ▲ 0.9

病院 ▲ 1,044 ▲ 1,224 2,547 6,699 2,586 ▲ 4,113 ▲ 61.4

下水道 610 708 498 753 925 172 22.8

観光施設 ▲ 4 - - - - - -

小計 1,838 1,395 5,438 9,082 5,496 ▲ 3,586 ▲ 39.5

簡易水道 15 31 18 25 52 27 108.0

下水道 78 236 147 140 297 157 112.1

港湾整備 11 5 7 8 9 1 12.5

市場 7 14 14 18 ▲ 18 ▲ 36 ▲ 200.0

と畜場 0 0 0 0 0 0 0.0

観光施設 260 159 147 79 41 ▲ 38 ▲ 48.1

宅地造成 ▲ 2,961 ▲ 2,739 ▲ 1,233 ▲ 1,569 ▲ 359 1,210 77.1

駐車場 ▲ 2,038 ▲ 1,905 ▲ 1,870 ▲ 1,829 ▲ 1,754 75 4.1

介護サービス 89 16 112 56 79 23 41.1

小計 ▲ 4,539 ▲ 4,183 ▲ 2,657 ▲ 3,072 ▲ 1,653 1,419 46.2

▲ 2,701 ▲ 2,788 2,781 6,010 3,843 ▲ 2,167 ▲ 36.1

※総収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。
※法適用事業の観光施設は令和元年度より該当事業なし。

対前年度比較

法
非
適
用
事
業

合　　　計

法
適
用
事
業
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令和４年度公営企業会計決算の概況＜２＞

○事業数は、令和４年度末現在１２８事業であり、前年度末と同数である。
○事業別事業数は、下水道事業数が５２事業と最も多く、次いで水道事業（簡易水道含む）、病院事業である。
○黒字の事業数は１１１事業で全体の８６.７％となっており、前年度末と同程度である。

経営状況（黒字 ・赤字事業数）

黒字 赤字 計 黒字 赤字 計 黒字 赤字 計 黒字 赤字 計 黒字 赤字 計 黒字 赤字 計

水道（含簡水） 22 5 27 22 5 27 21 6 27 21 6 27 22 5 27 1 ▲ 1 0

工業用水道 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2 0 0 0

病院 4 8 12 3 9 12 10 2 12 11 1 12 10 2 12 ▲ 1 1 0

下水道 1 0 1 3 0 3 5 2 7 4 3 7 7 4 11 3 1 4

観光施設 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 29 14 43 30 14 44 38 10 48 38 10 48 41 11 52 3 1 4

簡易水道 11 0 11 10 0 10 9 0 9 9 0 9 9 0 9 0 0 0

下水道 49 3 52 47 2 49 44 1 45 44 1 45 40 1 41 ▲ 4 0 ▲ 4

港湾整備 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0 0 0

市場 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 2 1 3 ▲ 1 1 0

と畜場 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0 0 0

観光施設 4 0 4 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 0 0 0

宅地造成 1 2 3 2 2 4 2 2 4 2 2 4 2 2 4 0 0 0

駐車場 2 3 5 3 2 5 3 2 5 3 2 5 3 2 5 0 0 0

介護サービス 10 0 10 9 1 10 9 0 9 8 1 9 9 0 9 1 ▲ 1 0

小計 82 8 90 79 7 86 75 5 80 74 6 80 70 6 76 ▲ 4 0 ▲ 4

111 22 133 109 21 130 113 15 128 112 16 128 111 17 128 ▲ 1 1 0

対前年度増減　（A）－（B）平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度（B） 令和４年度（A）

事　　業　　数

法
非
適
用
事
業

合　　　計

法
適
用
事
業
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平成 令和

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 増減 増減比率

（Ｂ） （Ａ） （Ａ）－（Ｂ） （％）
水 道 （ 含 簡 水 ） 11,090 9,423 9,520 9,216 11,818 2,602 28.2

病 院 2,015 2,458 2,820 3,631 3,819 188 5.2

下 水 道 9,307 10,522 11,101 8,635 8,718 83 1.0

そ の 他 786 2,518 4,335 3,637 3,285 ▲ 352 ▲ 9.7

合　　　計 23,198 24,920 27,776 25,119 27,639 2,520 10.0

※建設投資額とは、資本的支出の建設改良費である。
※その他は、工業用水道、観光施設、港湾整備、市場、と畜場、宅地造成、駐車場、介護サービスの合算額である。
　(港湾整備は建設改良費が発生していません。）
※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

（単位：百万円、％）

対前年度比較

令和４年度公営企業会計決算の概況＜３＞

○建設投資額は、２７６億３９百万円で、前年度に比べ ２５億２０百万円、１０．０％増加している。
○事業別では、水道事業（簡易水道含む）が１１８億１８百万円と最も多く、次いで下水道事業、病院事業である。

建設投資額

（単位：百万円）

27,776
24,920

23,198

27,639
25,119
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令和４年度公営企業会計決算の概況＜４＞

○企業債現在高は２，９７１億２９百万円で、前年度に比べ７３億４６百万円、 ２．４％減少している。

○事業別では、下水道事業が最も多く、次いで水道事業（簡易水道を含む）、病院事業の順となっている。

企業債現在高

304,475 297,129
321,824 314,037

329,840

（単位：百万円）

平成 令和  (Ａ)の

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 構成比 増減 増減率

(Ｂ) (A) （％） (A)-(B) （％）

水 道 （ 含 簡 水 ） 96,650 94,314 92,161 89,491 88,149 29.7 ▲ 1,342 ▲ 1.5

病 院 43,434 41,543 39,032 37,423 36,866 12.4 ▲ 557 ▲ 1.5

下 水 道 177,567 174,260 170,537 164,849 159,203 53.6 ▲ 5,646 ▲ 3.4

そ の 他 12,189 11,706 12,307 12,712 12,910 4.3 198 1.6

合 計 329,840 321,824 314,037 304,475 297,129 100.0 ▲ 7,346 ▲ 2.4

※その他は、工業用水道、観光施設、港湾整備、市場、と畜場、宅地造成、駐車場、介護サービスの合算額である。

※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

対前年度

（単位：百万円、％）
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基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 増減 増減率

（Ｂ） （Ａ） (Ａ)-(Ｂ) （％）

水　道（含簡水） 1,450 707 2,157 1,218 483 1,701 1,356 738 2,093 1,537 627 2,164 1,475 765 2,241 77 3.6
工業用水道 2 0 2 2 0 2 3 11 14 2 0 2 1 0 1 ▲ 1 ▲ 50.0
病　　院 7,072 755 7,828 7,129 702 7,831 7,394 699 8,093 7,419 649 8,069 7,450 981 8,430 361 4.5
下水道 6,955 1,413 8,368 7,424 1,672 9,096 7,831 2,514 10,345 7,387 2,786 10,173 8,095 3,034 11,130 957 9.4
観光施設 0 11 11 - - - - - - - - - - - - - -

小計 15,479 2,886 18,366 15,773 2,857 18,630 16,584 3,962 20,545 16,346 4,063 20,409 17,021 4,780 21,802 1,393 6.8
簡易水道 353 414 767 371 233 604 355 183 538 360 194 554 266 274 540 ▲ 14 ▲ 2.5
下水道 5,092 1,169 6,261 4,303 1,123 5,427 3,049 913 3,962 3,147 888 4,035 2,731 837 3,567 ▲ 468 ▲ 11.6
観光施設 0 47 47 2 32 34 0 27 27 0 64 64 0 49 49 ▲ 15 ▲ 23.4
港湾整備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0
市　　場 92 34 127 123 34 156 67 30 97 50 32 82 81 29 109 27 32.9
と 畜 場 0 12 12 0 12 12 0 14 14 0 15 15 0 25 25 10 66.7
宅地造成 0 1,300 1,300 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0
駐車場整備 0 100 100 0 47 47 0 1 1 0 3 3 0 5 5 2 66.7
介護サービス 2 189 190 0 272 272 0 859 859 5 433 438 0 147 147 ▲ 291 ▲ 66.4

小計 5,539 3,264 8,803 4,799 1,754 6,553 3,471 2,026 5,497 3,562 1,629 5,191 3,078 1,365 4,443 ▲ 748 ▲ 14.4
21,018 6,151 27,169 20,571 4,611 25,183 20,055 5,987 26,042 19,908 5,692 25,600 20,099 6,146 26,245 645 2.5

※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

令和３年度 （B）

（単位：百万円、％）

令和４年度（A） 対前年度

合　計

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

法

適

用

事

業

法

非

適

用

事

業

令和４年度公営企業会計決算の概況＜５＞

○繰入金総額 ２６２億４５百万円 （対前年度 ＋ ６億４５百万円、 ＋ ２．５％ ）

うち基準内繰入金 ２００億９９百万円 （対前年度 ＋ １億９１百万円、 ＋ １．０％ ）

うち基準外繰入金 ６１億４６百万円 （対前年度 ＋ ４億５４百万円、 ＋ ８．０％ ）

○事業別では、下水道事業が１４６億９７百万円と最も多く、次いで病院事業、水道事業（簡易水道を含む）である。

他会計繰入金

１４



○経常赤字の公社は３公社（令和３年度から変更なし）。経常利益、資産額及び負債額はそれぞれ減少。

令和４年度土地開発公社決算の概況

○串本町が新規で土地を取得（地域防災拠点施設造成のため）。

○金額ベースで保有土地及び５年以上の長期保有土地はともに減少。

＜令和４年度末の土地保有の状況＞金額ベース ２４億５７百万円（対前年度 ▲ ４．７％ ▲１２２百万円）

＜長期保有土地（５年以上）の状況＞金額ベース ２１億６８百万円（対前年度 ▲１３．６％ ▲３４２百万円）

■債務保証額の状況

○公社の借入金に対する市町村の債務保証額は昨年度から増減なし。
〈令和４年度末の債務保証額の状況〉 ２億９百万円

〈債務保証がある団体〉白浜町 債務保証額：２億９百万円（対標準財政規模比：２．８％）

■土地開発公社決算の状況

■保有土地の状況

《参考》 市町村における財政リスクを減少させるため、Ｈ２４年度以降、第三セクター等改革推進債
の活用等により、１１公社が解散。

・解散した公社（※有田市、紀の川市及び有田川町以外は第三セクター等改革推進債を活用して解散）
令和元年度 日高川町
平成29年度 紀の川市、平成26年度 有田川町
平成25年度 和歌山市、海南市、御坊市、かつらぎ町、九度山町
平成24年度 有田市、橋本市、新宮市

◎保有土地の状況

区分　

　年度

R4 2,457百万円 2,168百万円

R3 2,579百万円 2,510百万円

対前年度 ▲ 122百万円 ▲ 342百万円

内５年以上
保有土地

年度末
保有土地

◎土地開発公社の状況

区分

年度

5 2 3 0 ▲280 3,406 1,302 1 209

5 2 3 0 29 3,801 1,417 1 209

0 0 0 0 ▲309 ▲ 395 ▲ 115 0 0対前年度

経常利益 資産額 負債額 債務保証額
経常黒字

公社
経常赤字

公社
債務超過

公社

債務保証を
受けている

公社

R3

公社数

R4

(単位：百万円）
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◎第三セクターの概要

区分　

　年度

R4 27 18 9 0 1

R3 30 18 12 3 1

対前年度 ▲ 3 0 ▲ 3 ▲ 3 0

※県内市町村の出資割合が２５％以上の法人を対象としています。

（複数の地方公共団体の出資割合の合計が２５％以上の法人を含みます。）

法人数
損失補償を
受けている

法人

経常黒字
法人

経常赤字
法人

債務超過
法人

○経常赤字の法人 ９法人

〈経常赤字額の大きい法人〉
・（公財）白浜医療福祉財団
経常赤字額 ８１．５百万円
（令和３年度経常黒字額 ６２０．２百万円）

・（一財）太地町開発公社
経常赤字額 １１６．０百万円
（令和３年度経常赤字額 ８１．８百万円）

○債務超過法人 該当なし
（※令和３年度決算では３法人）

○市町村から損失補償を受けている法人 １法人

・（公財）白浜医療福祉財団（白浜町） 損失補償額 ３０．０百万円
（対前年度 ▲３０．０百万円、 ▲５０．０％）

※ 土地開発公社を除く。

令和４年度第三セクター決算の概況

■市町村から損失補償を受けている法人

■経常赤字の法人

■債務超過法人
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